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1880年代末-1900代初頭 第 1次 スタンダード石油､USスティール､GE､AT&Aが成立した○
1920年代後半 第 2次 垂直統合､水平統合が盛んに行なわれたo
1960年代 第 3次 コングロマリット合併が盛んに行なわれたo
1970年代後半-1980代末 第4次 LBO型の超大型合併 (MegaMerger)が盛んに行なわれた○
1990年代 第 5次 業界や国境を越えた戦略的な性格を有するM&Aが盛んに行なわ
(出所)筆者作成｡









EUでは､アメ リカ企業 に対抗す る為 に､規模
を拡大 を目的としてM&Aが盛んになった｡そ し
て､1998年 に ドイツ企業で あるダイムラーがア
表2世界 3位以内の欧州企業による大型 クロスボーダーM&Aの事例
買収企業 被買収企業
1998 ダイムラー (ドイツ) クライスラー (アメリカ)
BP (イギリス) アコモ (アメリが
1999 ボーダフォン (イギリス) エアタッチ (アメリカ)マンネスマ ドイツ) オレンジ (イギリス)
ゼネカ (イギリス) アス トラ (スウェーデン)
2000 ボーダフォン .エアタッチ (イギリス) マンネスマン (ドイツ)ヴイヴエンデイ (フランス) シーグラム (カナダ)
BPアムコ (イギリス) ア トランティツク .リッチフィール ド (アメリが
2001 ドイツ ーテレコム (ドイツ) ボイスス トリーム .ワイヤレス (アメリカ)
ブリティッシュ .テレコミュニケーション (イギ ス) ViagⅠntrekomGmbh&Co(ドイツ)
2002 エーオン (ドイツ) PowerGenPLC (イギリス)ヴイヴエンディ .ユニバーサル (フランス) USA ネットワークス (アメリカ)
ナショナルグ リッドグル-プ (イギリス) NiagaraMohawkHoldingsⅠnc(アメリカ)
2003HSBCHoldingsPLC (イギリス) ハウスキ ール ド.インターチシヨナル (アメリカ)RWEAG (ドイツ) アメリカJン .ウオーター .ワークス (アメリカ)
BPPLC-RussianAssets(イギリス) AlfaRenova-RussianAssets(ロシア)
2004SantanderCentralHispanoSA (スペイン) AbbeyNationalPLC (イギリス)
CitizensFinancialCorp (イギリス) チャーターワン (アメリカ)
2005 ロイヤル .ダツジ .ベン トリアム (オランダ) シェル .トランスポー ト.アンド.トレーディングス (イギリス)
UnicreditoⅠtaliano(イタリア) BeyerisheHypo-undVerieins(ドイツ)
GoalAcquisitionsud(フランス) AliedDomeoqPLC (イギ リス)
2006TelefonicaSA (スペイン) 02PLC (イギリス)
AirportDevelopment(スペイン) BAAPLC (イギリス)
2007RFSHoldingsBV (イギリス) ABN｢AMROHoldingNV (オランダ)AlCanⅠnc(イギリス) RioTintoPLC (カナダ)






















































































































































































そして､へキス トとローヌ .プーランが統合 さ
れたアベンテイスは､企業経営機構に二層型経営
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表4アベンテイスのコ-ポレー ト･ガバナンス
ローヌ .プーラン へキスト アベンテイス
企業経普横棉 企業経営機構体制 一層型企業経営機構 二層型企業経営機構 二層型企業経営機構
取席役数 12-18人 20人 16人 _
従業員代表 3人 (16-25%) 10人 (50%) 4人 (25%)
取締役の資格 自然人または法人 自然人 自然人
取廟役の持株制限 最低10株 なし 最偵l株
任期 6年 5年 5年
年齢制限 65歳以下 なし 1/3が75歳以下
会議の頻度 必要に応じて 最低6ケ月に1回 最低3ケ月に1回
意思決定 定足数に対する多数決 単純な多数決 単純な多数決
報酬 出席に応じた報酬 固定報酬と変動報酬 固定報酬と変動報酬
秩主総ATZ= 出席に必要な株式保有期間 総会の5日前 総会の7日前 総会の3日前
総会の通知 BALO (BuletindesAnnoncesLegalesObligatoris)に公表 公式公報で公表 J BALO (BuletindesAnnoncesLegalesObligatoris)に公表
委任状による投票 あり あり あり (テレビ会議とテレコミュニケーションのツ-ルが許可される)
(出所)ChriStosCabohs･ArturoBrisl2004135-36頁を参考に筆者作成
desAn noncesLegalesObligatories)によって告















































機構 を採用 し､取締役会会長 とCEOの役割は分

















準拠法 ルクセンブルク法 オランダ法 ルクセンブルク法
遵守するコーポ 国際基準全般 NYSE上場規則 TheMemorandumof
SEC規則 Understanding
レー ト.ガバナ オランダ法 NYSE上場規則
ンス規則 オランダコーポレー ト.ガバ ルクセンブルクコーポレ-
ナンス規則 ト.ガバナンス原則
企業経営機構 一層型企業経営機構 一層型企業経営機構 一層型企業経営機構
取締役会会長とCEOの分離 分離 なし 分離 (CEOは取締役を兼任)
取締役会人数 18 9 18(過半数が独立)
取締役の国籍 6ヶ国 4ヶ国
独立性の基準 (1)社内の管理職の位置を占 (1)社内の執行力のあるポジ (1)CEOの兼任の禁止
めないo シヨンにつかない D (2)NYSEの独立性の基準
(2)独立した判断に影響を及 (2)経営管理の全ての構成員 (3)ルクセンブルク証券取引
ぽす可能性がある経営機関の と関係がないo 所コーポレー ト.ガバナンス
メンバーと家族関係がない○ (3)ミタルスチールからその 原則
3 会社 株式資本の少なく 年間収益 1%以上を取引す
とも2%を所有する株主を代 るあらゆる組織の執行役を務
表 しないo(4)会社に取締役会の意見に判断に影響を及ぼす品物あるいはサービスを提供しない○ めない○
委員会 監査委員会指命 .報酬委員会 監査委員会 監査委員会
報酬委員会 指命 .報酬 .コーポレー ト.
(出所)Arcelorl2005],ArcelorMitall2007],MitalSteell2005]を参考に筆者作成｡















































































































































3 ｢東アジア共同体 首相が講演｣『朝 日新聞』
2009年11月16日付｡
4 鈴井清巳[2005】92頁.
5 たとえば､小島大徳【2007]215頁.などが挙げ
られる｡
6 小島大徳【2008a]89頁.
7 奥村暗-【2007】256-257頁.
8 奥村暗-[2007】398頁.
9 奥村暗-[2007]206-208頁.
10 EuropeanCommission【2001a】
ll EuropeanCommission【2001a】Title
Ⅱ,Formation.
12 ChristosCabolis･ArhroBrist2004120頁.
13 ChristosCabolis･ArturoBris【2004】20頁.
14 ChristosCabolis･ArturoBris【2004】20頁.
15 奥村略- [2007]32頁.
16 奥村略- [2007]32頁.
17 ArcelorMi比al[2007】35-36頁.
18 ArcelorMi仕al【2007]35頁.
19 Arcelor【2005】
20 MittalSteell2005]
21 ArcelorMitall2007]
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